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調査概要

【調査の目的】

改正品確法、同運用指針などの運用開始から３年が経過し、各発注者などにおいても
個別の対応が進められているところであるが、これら法改正の効果を的確かつ継続的
に測定・評価を行うこと、また、関係機関等へ提言等を行う場合には具体的なデータ（各
地の実情等）が必要不可欠であることから、本調査を実施した。

【調査の内容】

改正品確法及び運用指針の趣旨を踏まえ、各発注者において適切な対応がなされて
いるかとともに会員企業の状況について調査を行う。

さらに、働き方改革、地域建設業の持続性確保、i-Construction等に関する取組状況
等を確認する。

【実施概要】

○調査日 平成30年7月～平成30年9月

○調査対象 47都道府県建設業協会及び会員企業（一部）

会員企業の選定については、各都道府県建設業協会に一任。

○回答数 41都道府県建設業協会（回収率：87.2%）

会員企業 計925社

なお、設問ごとに未回答があるため、回答者数と各設問の合計者数は

一致していない。

○集計方法 都道府県建設業協会及び会員企業の回答をそれぞれ単純集計。

なお、本紙における集計結果の割合については、端数処理の関係上、

合計値が100％にならない場合あり。



【調査結果の概要】

Ⅰ．都道府県建設業協会からの回答

Q１ 運用指針のうち、国において運用されているものを選択してください。（該当するものすべて）

Q２ 運用指針のうち、国において更なる運用を求めるものを選択してください。（該当するものすべて）

○ 「発注見通しの公表」「変更契約の実施」が９割超となっている。

○「適正な工期設定」「変更契約の実施」が８割超となっている。
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現場の諸条件を踏まえた適正な工期設定

設計変更審査会などの実施

【運用状況（国）】
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【調査結果の概要】

Ⅰ．都道府県建設業協会からの回答

Q４ 運用指針のうち、都道府県において運用されているものを選択してください。（該当するものすべて）

Q５ 運用指針のうち、都道府県において更なる運用を求めるものを選択してください。
（該当するものすべて）

○ 「発注見通しの公表」「歩切りの廃止」が９割超となっている。

○ 「平準化」 「変更契約の実施」 「適正な工期設定」「ワンデーレスポンス」が８割超となっている。
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【運用状況（都道府県）】
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【調査結果の概要】

Ⅰ．都道府県建設業協会からの回答

Q７ 運用指針のうち、市区において運用されているものを選択してください。（該当するものすべて）

Q８ 運用指針のうち、市区において更なる運用を求めるものを選択してください。
（該当するものすべて）

○ 「発注見通しの公表」が８割超となっている。

○「変更契約の実施」が８割超となっている。
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【更なる運用を求める事項（市区）】
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【調査結果の概要】

Ⅰ．都道府県建設業協会からの回答

Q１０ 運用指針のうち、町村において運用されているものを選択してください。（該当するものすべて）

Q１１ 運用指針のうち、町村において更なる運用を求めるものを選択してください。
（該当するものすべて）

○「発注見通しの公表」が７割超となっている。

○「平準化」「変更契約の実施」が７割超となっている。
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【運用状況（町村）】
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地域発注者間における発注関係事務のための連携

歩切りの廃止

【更なる運用を求める事項（町村）】



【調査結果の概要】

Q１ 運用指針のうち、都道府県において運用されているものを選択してください。（該当するものすべて）

Q２ 運用指針のうち、都道府県において更なる運用を求めるものを選択してください。
（該当するものすべて）

○ 「発注見通しの公表」が９割超となっている。

○ 「平準化」「適正な工期設定」が６割超となっている。

Ⅱ．会員企業からの回答
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地域発注者間における発注関係事務のための連携

設計変更審査会などの実施

【運用状況（都道府県）】
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【更なる運用を求める事項（都道府県）】



【調査結果の概要】

Q４ 運用指針のうち、市区において運用されているものを選択してください。（該当するものすべて）

Q５ 運用指針のうち、市区において更なる運用を求めるものを選択してください。
（該当するものすべて）

○ 「発注見通しの公表」が９割超となっている。

○「平準化」「変更契約の実施」が６割超となっている。

Ⅱ．会員企業からの回答
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【運用状況（市区）】
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【更なる運用を求める事項（市区）】



【調査結果の概要】

Q７ 運用指針のうち、町村において運用されているものを選択してください。（該当するものすべて）

Q８ 運用指針のうち、町村において更なる運用を求めるものを選択してください。
（該当するものすべて）

○「発注見通しの公表」が８割超となっている。

○「平準化」「変更契約の実施」が７割超となっている。

Ⅱ．会員企業からの回答
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【運用状況（町村）】
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【更なる運用を求める事項（町村）】



【調査結果の概要】

Ⅱ．会員企業からの回答

Q１０ 貴社の建設現場における基本的な休日取得の実態についてお聞かせください。

Q１１ 建設業の働き方改革については、「建設業働き方改革加速化プログラム」が策定され、更なる取
組が求められておりますが、週休２日の実現に向けての課題を選択してください。

○「４週７休」以上が３割超となっている。

○都道府県で約４割、市区町村では約７割が未改善。

Q１３ 長時間労働の是正に向けた取組として、適正な工期の設定が掲げられておりますが、各発注者
における工期設定の実態をお聞かせください。

○「適正な工期設定」「必要経費の補正」「書類の削減」が８割超となっている。
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適正な工期の設定

必要経費（労務費、機械経費等）の補正

工事関係書類の削減

発注時期や施工時期の平準化

受注者の担い手不足

民間工事や下請企業への周知の徹底

ＩＣＴ活用等による生産性の向上

地域発注者協議会等を活用した情報共有

【週休２日実現への課題】
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【適正な工期の設定】

以前から考慮されている 設定されるよう改善された 設定されていない（未改善）



【調査結果の概要】

Ⅱ．会員企業からの回答

Q１５ 貴社の所在地域（市区町村レベル）における、災害時等の緊急対応体制（企業、人員、機材等）は
確保されていますか？

Q１６ Ｑ１５で「体制（能力）が不足している」と回答した方のみお答えください。不足しているものは何で
すか？（該当するものすべて）

Q１９ 地域建設業の持続性確保のためには、人材・機材・技術等の維持が必要となりますが、持続性
確保のために必要なものを選択してください。（該当するものすべて）

○「事業量の確保」 「適正な利潤の確保」 「担い手の育成、確保」が約９割となっている。

○不足している事項として、「担い手」が最も多くなっている。

○「体制（能力）が不足している」が２割超となっている。
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【緊急対応体制の確保】

1.十分な体制が確保されている 2.最低限必要な体制はある 3.体制(能力)が不足している
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担い手

機材等

地域における企業数

【不足している事項】
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人員・機材・技術が維持できる事業量の確保

適正な利潤の確保

担い手の育成、確保

機材の維持・購入の費用軽減（助成等）

【持続性確保のために必要な事項】



【調査結果の概要】

Ⅱ．会員企業からの回答

Q２１ これまでにＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ土工）に取り組みましたか？（該当するものすべて）

Q２５ 今後のICT活用工事に対する貴社の取組姿勢についてお聞かせください。

Q２６ 国土交通省では、本年度をi-Constructionの「深化の年」と位置付け、さらなる拡大に向けての環
境整備が進められております。ＩＣＴ活用工事の取り組みを進めるにあたり、どのような事項を希望します
か？（該当するものすべて）

○「積極的に参加する」が５割強となった。

○「適正な工事への導入（規模・工種等）」が８割弱となった。
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【ＩＣＴ施工への取組姿勢】

1.積極的に参加(希望)する 2.参加(希望)しない、様子を見る 3.参加可能な発注がない
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適正な工事への導入（規模・工種等）

助成制度の拡充（設備投資）

官積算への反映

助成制度の拡充（人材育成）

発注者の指導・理解

対象工事の拡大

【ＩＣＴ活用への要望事項】
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【ＩＣＴ活用工事への取組状況】 %


